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宇部市（以下「甲」という。）と生活協同組合コープやまぐち（以下「乙」という。）

とは、宇部市に地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以

下「災害時」という。）において、甲と乙が相互に協力して、市民生活の早期安定を図る

ため、救助物資の調達及び供給等に関して、この協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、甲が行う災害時における救助物資の調達業務に対する乙の協力に

関し、必要な事項を定めるものとする。

（要請）

第２条 甲は、災害時における救助物資の確保を図るため、救助物資を調達する必要が

生じたときは、乙に対し協力を要請するものとする。

（報告）

第３条 甲は、この協定に基づく救助物資の確保が円滑に行われるため、必要と認めた

場合は、乙に対し救助物資等の確保可能数量等の報告を求めることができるものとす

る。

 （連絡窓口）

第４条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては地域福祉課とし、乙においては管

理部チーフマネジャーとする。

（協力）

第５条 乙は、甲から要請を受けた時は、救助物資の供給に可能な限り協力するものと

する。

（救助物資の種類）

第６条 甲がこの協定に基づき、乙から供給を受ける救助物資は、別紙１のとおりとす

る。

２ 前項に定めるもののほか、必要に応じて甲乙協議の上、供給する救助物資を指定で

きるものとする。

（要請方法）

第７条 甲の乙に対する要請方法は文書によるものとする。ただし、緊急を要する時又

は文書によることが困難なときは、口頭又は電話等の方法により要請し、事後文書を

提出するものとする。

（運搬）

第８条 救助物資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行うものとする。また、乙は必要

に応じて、甲に対して運搬の協力を求めることができる。
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（引き取り） 

第９条 救助物資の引き渡し場所は、甲乙が協議し決定するものとし、当該場所におい

て乙の納品書等に基づき、甲が確認の上、引き取るものとする。 

 

（費用弁償） 

第１０条 この協定に基づき、乙が供給した商品の対価及び乙が行った運搬等の費用に

ついては、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、乙が救助物資の供給・運搬終了後、乙の提出する納品書等

に基づき、災害直前における適正価格を基準として、甲乙協議のうえ決定するものと

する。 

 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、この協定締結の日から１年間とする。ただし、期間

満了の１カ月前までに、甲乙いずれよりも異議の申出がない限り、更に１年間延長さ

れ、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定の内容に疑義が生じたときは、その

都度、甲乙が誠意をもって協議し、円満解決を図るものとする。 

 

以上、この協定締結の証として本書２通を作成し、甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、

各自その１通を保有するものとする。 
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